
第80期 中間報告書
2025年４月１日から2025年9月30日まで

証券コード：7525

世界中のものづくりの
課題解決屋になる

リックスグループは、

“販売・技術・製造・サービスの高度な融合”とパートナーとの“協創”により、

世界の産業界の課題解決のためのソリューションを提供します。



研究
開発

販売
商社

メーカー サービス

リックスグループの特徴・強み

世界中のものづくりとネットワークを繋ぐ・創る 「メーカー商社」として
「メーカー商社」として

4つの機能を融合

「オリジナル品」「オリジナル品」の一例のご紹介

国内外における
幅広い産業界の課題を解決

当社商材区分と「オリジナル品」「オリジナル品」

当社のみが取扱い・販売できる「オリジナル品」「オリジナル品」 競争力・優位性・独自性があることで
利益率が高く、海外にも展開可能

なぜ「オリジナル品」「オリジナル品」を重要視するのか

技術力がある
（自社工場と研究開発施設保有）

優位性・独自性が高い 

顧客課題の解決に繋げやすい

メーカー機能強化で海外に打って
出やすい

利益率が高い

取扱品数が多い
（取引先約2,600社 商品数約3,000種）

様々な顧客のニーズに応える
高い課題解決力

「オリジナル品」とは、自社製品・グループ会社製品・専売仕入品など、当
社のみが取り扱いでき販売できる品群です。

自社製品ARASEN
（EV・HEV製造工程用）

自社製品エネミックス
（ポータブルハイブリッド電源）

専売仕入品
インバータ(海外製）

自社製品D-RAT
（EV・HEV製造工程用）

自社製品洗浄装置

グループ会社製品
加硫用バルブ

自社製品
ロータリージョイント

R : 自社ブランド「ROCKY」の頭文字
I : INDUSTRY（工業／産業）の頭文字
X : 無限の可能性と将来性

文字通り“顧客密着” 顧客工場近くに営業所
◦国内44か所、海外7か国12か所に拠点を展開
◦いずれも顧客工場の近くに展開し、素早く対応

作業着の汚れは勲章。現場に深く入り込む
◦営業担当は作業着を着て顧客工場に入り込む
◦生の現場を見ることで課題や情報を収集
◦時には顧客と同じように作業着を汚すほど現場密着

115年で紡いだ顧客との信頼関係
◦創業115年以上で培った顧客との関係性で、ほかの商社

では知り得ない情報を先回りで獲得
◦課題はチャンス。解決することでさらなる信頼関係を構築

鉄鋼

ゴム・
タイヤ

環境

自動車

工作機械

紙パルプ

電子・
半導体

高機能材

高い専門性で顧客密着高い専門性で顧客密着
「メーカー商社」としての強み・優位性「メーカー商社」としての強み・優位性

01 自社製品 自社工場でつくる製品
例：ロータリージョイントなど

02 グループ会社製品 当社グループ会社がつくる製品
例：バルブなど

03 専売仕入品 当社が独占販売権を持つ仕入品
例：海外製インバータなど

04 一般仕入品

「
オ
リ
ジ
ナ
ル
品
」

「
オ
リ
ジ
ナ
ル
品
」
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トップインタビュー

代表取締役  社長執行役員　安 井  卓

ごあいさつ
　株主の皆様には、平素よりご厚情を賜り厚く御礼申し上げます。
　当社第80期中間期（2025年4月1日から2025年9月30日まで）における業績の
とりまとめを終えましたので、ここに第80期中間報告書をお届けいたします。
　株主の皆様におかれましては、今後ともご支援を賜りますようお願い申し上げます。

連結業績は、売上高261億79百万円（前年同期比0.7％増）、営業
利益16億75百万円（同1.2％減）、経常利益18億25百万円（同
3.6％減）、親会社株主に帰属する中間純利益12億78百万円（同
5.3％増）となりました。各利益の主な増減要因ですが、新たな
研究開発施設の稼働開始に伴う減価償却費や本社移転関連費用
などにより、販売費及び一般管理費が前年同期比で8.9％増加した
ことが営業利益を押し下げました。また、円高により前年同期に
発生していた為替差益16百万円が当中間期では為替差損26百
万円に転じたことなどにより経常利益を押し下げました。なお、親会
社株主に帰属する中間純利益については、特別損失が前期比で
76百万円減少したことで増加しました。

8セグメント中、4セグメントで増収となりました。

当中間期のセグメント別事業の概況について教えてく
ださい。Q

A
　鉄鋼業界向けでは、海外市場の更なる開拓に加え、生産比例品
のみならず整備部門への営業活動にも注力した結果、自動化及び
省力化に寄与する設備機器類の販売や、研究開発部署向けに

前年同期比で、売上高は0.7%増の261億79百万円、営業
利益は1.2%減の16億75百万円、経常利益は3.6%減の

18億25百万円、親会社株主に帰属する中間純利益は5.3％増の
12億78百万円となりました。

当中間期の営業概況について教えてください。Q
A

　当中間期の世界経済は、米国では関税政策の影響等により
製造業の設備投資に陰りが見られました。欧州では製造業の外需は
落ち込みが見られましたが内需は底堅く推移し、中国では不動産
市況の低迷が影響し、内需に落ち込みが見られたものの外需には
持ち直しが見られた等、地域及び需要分野によって景況感に差が
見られました。
　また、日本経済は、訪日外国人数が継続して過去最高を記録して
おり、サービス産業は底堅く推移しました。製造業については、人手
不足に対応する設備投資については好調ではありましたが、世界
経済の低迷や米国関税政策等の影響を受け、依然として先行き
不透明な状態が見られました。
　このような経済環境の中、当社グループでは中期３ヵ年計画

「GP2026」に基づく施策に取り組んだ結果、当中間連結会計期間の

「協創型メーカー商社」として社内外連携を強化し課題解決力を高め、
新たなオリジナル品の供給やビジネス領域の拡大に取り組んでまいります。

当社オリジナル品である評価装置の販売等があり、売上が増加し
ました。この結果、鉄鋼業界向け全体としての売上高は79億34百
万円（前年同期比9.3％増）、セグメント利益は９億69百万円（前年
同期比8.6％増）となりました。
　自動車業界向けでは、CASE市場で注目されている電池やモー
ター分野への営業・提案活動に注力した結果、電池製造工程向けに
設備機器や電池材料の販売、電動化案件向けへの電装品類の
販売等により売上を確保しましたが、第１四半期の落ち込みを埋める
までには至らず、前年同期比で売上は減少しました。この結果、
自動車業界向け全体としての売上高は53億97百万円（前年同期比
3.4％減）、セグメント利益は５億35百万円（前年同期比6.4％減）と
なりました。
　電子・半導体業界向けでは、修理・再生ビジネスに加え、現場・
設備・保全部門に対する営業活動に注力した結果、ユーティリ
ティ関連の設備案件や安全対策に関する設備投資案件等により、
売上が増加しました。この結果、電子・半導体業界向け全体と
しての売上高は35億36百万円（前年同期比1.7％増）、セグメント
利益は３億99百万円（前年同期比10.8％増）となりました。
　ゴム・タイヤ業界向けでは、開発部門への営業活動に加え、設備
投資に関する営業活動に注力した結果、海外タイヤ製造工場向けの
加工設備機器の販売や老朽設備の更新案件等により、売上が
増加しました。この結果、ゴム・タイヤ業界向け全体としての売上
高は18億68百万円（前年同期比3.5％増）、セグメント利益は１億
98百万円（前年同期比4.0％増）となりました。
　工作機械業界向けでは、工作機械の５軸化・複合化の要求に対応
する用途開発・機器の営業に加え、付帯設備の拡販活動に注力した
結果、当社オリジナル品であるロータリージョイントの販売が増え、
売上が増加しました。この結果、工作機械業界向け全体としての
売上高は11億88百万円（前年同期比2.8％増）、セグメント利益は
２億84百万円（前年同期比20.1％増）となりました。
　高機能材業界向けでは、医薬・化粧品分野の開拓に加え、既存
客先の深耕に注力した結果、化学メーカー向けの冷却設備レンタル
案件や官公庁向けに当社オリジナル品であるブロワー類の販売
等の好調な要因はあったものの、前年同期に発生した大型案件が
今期はなく、売上は減少しました。この結果、高機能材業界向け
全体としての売上高は10億30百万円（前年同期比9.0％減）、セグ
メント利益は１億５百万円（前年同期比2.3％増）となりました。
　環境業界向けでは、近年重要視されている環境及びエネル
ギー産業、水処理関連事業への深耕に注力した結果、近年注目さ

れているデータセンター向け高調波抑制装置の販売等の好調な
要因はあったものの、前年同期に発生していた大型工事案件の
完工や老朽化設備の更新案件の終了に伴い、売上が減少しました。
この結果、環境業界向け全体としての売上高は10億88百万円

（前年同期比34.5％減）、セグメント利益は88百万円（前年同期比
41.0％減）となりました。
　紙パルプ業界向けでは、バイオマス素材であるCNF分野やエネ
ルギー・ケミカル素材分野、既存設備のメンテナンス事業への
深耕に注力した結果、設備トラブルに伴う冷却装置のレンタル案件
等の好調な要因はあったものの、前年同期に発生した設備投資
案件が今期はなく、売上は減少しました。この結果、紙パルプ業界
向け全体としての売上高は４億59百万円（前年同期比2.6％減）、
セグメント利益は56百万円（前年同期比6.4％増）となりました。

2026年3月期の通期連結業績予想は以下の通りです。

下半期の展望などについてお聞かせください。Q
A

　2026年3月期通期では、連結売上高570億円、営業利益39億
90百万円、経常利益40億80百万円、親会社株主に帰属する当期
純利益28億50百万円の達成を目指してまいります。

期末普通配当予定は1株当たり82円、年間配当金は1株 
当たり146円となる見込みです。

株主還元の状況など
株主様へのメッセージをお願いします。Q

A
　株主様への利益還元について当社では、連結株主資本配当率

（DOE）4.5%以上、かつ連結配当性向40％以上を目標として、安
定的な配当を実施いたします。
　このような方針の下、当中間期末では前回予想と同額となる、
1株当たり64円の中間配当を実施させていただきました。また、
期末普通配当予定は1株当たり82円といたしました。これにより
年間配当金は、1株当たり146円となる見込みです。
　株主の皆様には、当社グループの企業価値をご理解いただくと
ともに、今後の発展にご理解とご支援を賜りますようお願い申し
上げます。
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連結財務ハイライト 中期経営計画

中期経営計画「GP2026」
当社グループは、2024年度より中期3ヵ年計画「GP2026」を下記の通り策定しました。社会課題の解決と
経営目標の達成に向かって全社一丸となって取り組んでまいります。

（RIX Growth Plan）

世界中のものづくりの課題解決屋になる
◦ ◦ ◦ ◦ ◦

「GP2026」を達成するための4つの軸

■■  「GP2026」初年度から変更した箇所

◦CSV-Creating Shared Value ビジネスを通じた社会貢献の実行　◦ステークホルダーとのコミュニケーション活性化
◦ガバナンス体制の強化に向けた取り組みの推進

◦ライフ・ワーク・バランスの充実　　　　　　◦ RIXing Actionを実践できる人材の育成・定着
◦協創センターをフル活用する仕組みづくり　◦新システムへのスピーディーな移行

◦現状の業界・業種（504億円）　◦成長分野（66億円）　◦海外（570億円のうち85億円 約15%）

◦営業利益率7.5%以上・ROE11%以上（事業活動の効率化）　◦オリジナル品比率35%以上（新製品・新商品開発）

01 ビジネス領域の拡大（連結売上高600億円）

04 ステークホルダーリレーションズの充実

03 人材・組織の強化（全体最適・スピードアップ）

02 収益性の向上

■売上高
　（単位：百万円）

第80期
中間期

（2025/9)

第78期
（2024/3)

43,81343,813

26,053

41,117

24,073

60.560.5
57.457.4

第79期
（2025/3)

43,909

27,144

58.258.2

第79期
中間期

（2024/9)

第80期
中間期

（2025/9)

第78期
中間期

（2023/9)

8.68.6

7.37.3 7.07.0

1,8931,893
1,8251,825

2,0312,031

第79期
中間期

（2024/9)

第80期
中間期

（2025/9)

第78期
中間期

（2023/9)

6.06.0

4.74.7 4.94.9

1,2131,213
1,2781,278

1,4191,419

第78期
中間期

（2023/9)

第79期
中間期

（2024/9)

第80期
中間期

（2025/9)

175.56175.56

149.98149.98
157.77157.77

■営業利益
■売上高営業利益率
　（単位：百万円／％）

■経常利益
■売上高経常利益率
　（単位：百万円／％）

■総資産  ■純資産
■自己資本比率
　（単位：百万円／％）

第79期
中間期

（2024/9)

第80期
中間期

（2025/9)

第78期
中間期

（2023/9)

7.47.4
6.56.5 6.46.4

1,6961,696 1,6751,675
1,7571,757

第78期
中間期

（2023/9)

第79期
中間期

（2024/9)

第80期
中間期

（2025/9)

23,65623,656

26,00926,009 26,17926,179

■1株当たり中間純利益
　（単位：円）

■親会社株主に帰属する中間純利益
■売上高中間純利益率
　（単位：百万円／％）

セグメント別
構成比

●紙パルプ業界
1.8%

●高機能材業界
3.9%

　

●電子・半導体業界
　13.5%
　

●ゴム・タイヤ業界
　7.1%

　

●工作機械業界
4.5%

　

●環境業界
4.2%

　

●その他
 14.1%

●鉄鋼業界
　30.3%

●自動車業界
　20.6%

当社グループの
あるべき姿

リックスグループは、“販売・技術・製造・サービスの高度な融合”とパートナーとの“協創”により、
世界の産業界の課題解決のためのソリューションを提供します。

当社グループの
ビジョン

連結経常利益 47億円連結営業利益 45億円連結売上高 600億円定量目標
2026年度
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トピックス

新本社住所　福岡県福岡市博多区東比恵一丁目４番10号　S-GATE FIT 東比恵 ５階

本社移転について 酪農向け 餌寄せロボットの開発について 

　当社は現在、産業用ロボット開発で培ったノウハウを活かし、酪農向けに小型の餌寄せロボットの開発・実証試験を進
めています。牛が餌を食べやすいように押し戻すこのロボットにより、酪農家の作業効率化、コスト削減に貢
献できると考えております。

開発・実証試験中の餌寄せロボット 酪農関係の展示会でPR 

　当社は2025年4月、熊本県西原村と「企業立地に関する
基本協定」を締結し、今後、半導体関連の修理工場の建設を
計画しております。

　同工場では、半導体製造で使われる周辺機器の修理再生を
行う予定です。（2027年4月の操業開始予定）

【建設予定地】 第二鳥子工業団地 （熊本県阿蘇郡西原村大字鳥子）

　当社は2025年9月22日（月）、本社を移転しました。旧本社は建設から約50年が経過し、建物並びに設備の老朽
化が進んでおり、従業員がより安心して働ける職場環境や、ライフ・ワーク・バランス充実のために柔軟な働き方が
選べるオフィスのあり方について検討した結果、本社移転の決定にいたりました。

詳　細

動　画

半導体関連の修理工場建設について（熊本県） 
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第75期
（2021/3)

45.0

15.0

30.0

第78期
（2024/3)

第80期
（2026/3)

146.0146.0

64.0

82.0

第77期
（2023/3)

135.0

50.0

85.0

141.0

70.0

71.0

第79期
（2025/3)

141.0

53.0

88.0

第76期
（2022/3)

65.0

25.0

40.0

■中間期末　■期末　■期末予想

■ 個人・その他 52.55%

■ 自己株式 6.05%

■ 金融商品取引業者  1.53%

■ 金融機関 14.62%

■ その他の法人 21.71%

■ 外国法人等  3.54%

合 計
8,640,000株

所有者別株式分布状況

■ 10単元未満 11.96%

■ 10単元以上 5.55%

■ 50単元以上 4.08%

■ 100単元以上 18.43%

■ 500単元以上 14.15%

■ 1,000単元以上 21.93%

■ 5,000単元以上 23.90%

合計
8,640,000株

所有株数別株式分布状況

商　　　号 リックス株式会社
英 文 社 名 RIX CORPORATION
創　　　業 明治40年（1907年）10月
設　　　立 昭和39年（1964年）5月
資　本　金 8億2,790万円
従　業　員 505名 （連結788名）

主要な事業内容 流体応用機器・設置製造販売/
精密自動・計測機器販売/製鋼副資材等販売

●発行可能株式総数 27,600,000株 
●発行済株式の総数 8,640,000株
●株主数 8,862名
●大株主（上位10名）

注） １. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
     2. 当社は自己株式522千株を保有しております。

　株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
NOK株式会社 923 11.38
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 618 7.62
リックス取引先持株会 363 4.48
リックス従業員持株会 249 3.08
安井玄一郎 243 2.99
株式会社西日本シティ銀行 191 2.36
園田和佳子 171 2.11
山田貴広 162 2.01
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 133 1.65
国立大学法人九州大学 130 1.60

（＊）社外取締役

会社情報／株式情報 （2025年9月30日現在）リックスグループネットワーク （2025年11月1日現在）

会社概要

取締役及び監査等委員である取締役

株式の状況

株式分布状況

1株当たり配当金の推移 （単位：円）

RIX Europe GmbH（ドイツ）

RIX TECHNOLOGY(THAILAND)CO.,LTD.（タイ）
RIX North America,LLC

（アメリカ）

RIX Machining and 
Manufacturing, LLC瑞顧斯貿易(上海)有限公司(中国）

瑞顧克斯(常州)机械制造有限公司(中国）

瑞顧克斯工業(大連)有限公司（中国）

福州市（中国）

当 社 海 外 拠 点
現地代理店所在地

マニトバ（カナダ）

RIX WOOJEON KOREA CO.,LTD.（韓国）

コーチン（インド）
バンコク（タイ）

台北（台湾）

チェンナイ（インド）
スランゴール（マレーシア）

PT.RIX ORIENT INDONESIA（インドネシア）

RIX INDIA TRADING ＆  　　   
SERVICE PVT. LTD.（インド）

RIX INDIA MANUFACTURING           
 PVT. LTD.（インド）

アディスン（アメリカ）

サンパウロ（ブラジル）

トリノ（イタリア）
バルセロナ（スペイン）

クロンベルグ
（ドイツ）

SIAM RIX MANUFACTURING CO.,LTD.（タイ）

本社 ★管理本部、企画本部
営業本部 ■グローバル営業本部
営業所 ●自動車事業部	

　豊田営業所、西尾営業所、碧南営業所、小倉営業所
●鉄鋼事業部
　鹿嶋営業所、千葉営業所、君津営業所、東海営業所、和歌山営業所
●東部営業部
　�苫小牧営業所、北上営業所、仙台営業所、宇都宮営業所、埼玉営業所、
　東京営業所、西東京営業所、横浜営業所、平塚営業所、富士営業所、
　名古屋営業所、北陸営業所、豊橋営業所、四日市営業所
●西部営業部
　�滋賀営業所、大阪営業所、加古川営業所、姫路営業所、倉敷営業所、
　広島営業所、福山営業所、周南営業所、四国営業所、北九州営業所、
　福岡営業所、長崎営業所、大分営業所、熊本営業所、鹿児島営業所
●アジア・ヨーロッパ営業統括部、海外営業部

工場 ■福岡事業所
　生産本部

研究・開発所 ▲中部テクニカルセンター
▲NB開発本部　横浜事業所、大阪事業所
▲リックス協創センター

海外ネットワーク

国内ネットワーク

代 表 取 締 役
社長執行役員 安 井  卓
代 表 取 締 役
副社長執行役員 柿 森 英 明
取 締 役
上席執行役員 大 鉙 賢 司

取 締 役
(常勤監査等委員) 中 山 真 一
取 締 役
(監 査 等 委 員) 植 松  功（＊）

取 締 役
(監 査 等 委 員) 大 山 一 浩（＊）

取 締 役
(監 査 等 委 員) 佐 藤 佳 奈 子（＊）
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〒812-0007　
福岡県福岡市博多区東比恵一丁目4番10号
S-GATE FIT 東比恵 5階
TEL（092）472-7311

見やすく読みまちがえにくいユニバーサルデザインフォントを採用しています。
森林に配慮して適切に管理された森林認証紙を使用し、環境に優しい植物油インキで印刷しています。

株主の皆様の日頃のご支援にお応えするとともに当社株式
への投資の魅力を高めていただくため、株主優待制度を実
施しています。

●割当基準日 3月31日
●優待内容

100株以上300株未満
所有の株主様 ⇨ クオカード   1,000円分
300株以上500株未満
所有の株主様 ⇨ クオカード   2,000円分
500株以上1,000株未満
所有の株主様 ⇨ クオカード   3,000円分
1,000株以上10,000株未満
所有の株主様 ⇨ クオカード   4,000円分
10,000株以上
所有の株主様 ⇨ クオカード 10,000円分

当社ウェブサイトのIR情報のページに決算情報など
最新の情報を配信しております。ぜひご活用ください。

https://www.rix.co.jp/
○- 検 索

株 主 メ モ
事業年度 ４月1日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎年６月

配当金受領
株主確定日

期末配当金　３月31日
中間配当金　９月30日

株主名簿管理人
及び特別口座の
口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

株式に関する各種手続の申込先について
・住所変更、単元未満株式の買取請求、買増請求、配当金

受取方法の指定等は、お取引口座のある証券会社に申し
出てください。

　ただし、特別口座に記録された株式に係る各種手続につ
きましては、三菱UFJ信託銀行株式会社に申し出てくだ
さい。

・未払配当金のお支払いにつきましては、三菱UFJ信託
銀行株式会社に申し出てください。

同連絡先 東京都府中市日鋼町1–1
三菱UFJ信託銀行株式会社  証券代行部 
☎ 0120-232-711（通話料無料）

公告方法 電子公告により行います。
公告掲載
URL https://www.rix.co.jp/
ただし、電子公告によることができない事故、そ
の他のやむを得ない事由が生じたときは、日本
経済新聞に公告します。

単元株式数 100株

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場
福岡証券取引所

株主優待制度のご案内


